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化学物質は非常に種類が多く、現在使われているものは世界全体で約10万種、日本で数万種あるといわれてい

ます。目的とする機能や性質に応じて多種多様なものが生産され、事業活動から家庭生活まであらゆる場面で使

用されています。中には、ダイオキシン類のように燃焼等により意図せずに生成されてしまうものもあります。

化学物質は、適切に使用すれば大変有用なものですが、多くの化学物質は程度の差こそあれ、何らかの有害

性があるといわれています。このような化学物質を適切に管理するには、化学物質の有害性の程度と人や生物

への暴露のレベルを考えて、環境を通じて人や生態系に悪影響を及ぼす可能性（環境リスク）をできるだけ少

なくすることが基本です。

化 学 物 質  化 学 物 質  化 学 物 質  

化学物質による環境影響の現況と課題1

化学物質の環境への排出量１

1999（平成11）年度に制定された「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する

法律（PRTR法）」では、事業者の取組を促進させるため、人の健康や生態系へ影響を与えるおそれがある354

種の化学物質について大気、水域等への排出量等を事業者自らが把握し、行政へ届け出ることを義務付けると

ともに、行政がその届出データを集計、公表することを通じ、化学物質の環境影響低減に向けた県民、事業者

及び行政等の取組を推進することが求められています。

平成17年度に届出のあった環境への排出量（届出排出量及び届出外排出量の合計）は全県で27,321トンで、

全国の排出量625,567トンに占める割合は4.4％となっており、その内訳は、産業活動に伴うものが70％、自動

車などの移動体からが22％、家庭からが8％となっています。

届出を行った事業所数は全県で1,827件あり、事業者からの届出排出量は11,983トンで全排出量の44％とな

っています。また、届出外排出量については、国が行った推計によると、現時点で推計可能な発生源・対象物

質については、全県の合計で15,337トンでした。

全国の集計結果と比較すると、届出事業所数は全国5位、環境への排出量は（届出排出量及び届出外排出量

の合計）は第6位となっています。

届け出られた排出量と移動量の合計は24,454トンでした。届出排出量（11,983トン）は全体の49％で、移動

量は12,471トンでした。

■ 化学物質の環境への排出量
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s図2-3-1 県内排出量の構成比
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s図2-3-2 県内届出排出・移動量の構成比
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全排出量（27,321トン）の物質別内訳をみると、

最も排出量の多い物質はトルエン（8,393トン）でそ

の他の上位物質は表2-3-1のとおりでした。
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順位 物質名 排出量

1 トルエン 8,393トン

2 キシレン 7,322トン

3 エチルベンゼン 1,851トン

4 p-ジクロロベンゼン 1,155トン

5 ジクロロメタン（別名　塩化メチレン） 1,046トン

s表2-3-1 環境への排出が多かった物質（上位5物質）

PRTR法に基づき事業者から排出量等の届出があった化学物質について、化学物質による人の健康や動植物

に悪影響を及ぼす可能性（環境リスク）の低減に役立てるため、平成17年度から大気中の環境濃度を測定す

る化学物質環境モニタリング調査を実施しています。

大気環境基準が設定されているジクロロメタン、ベンゼン、トリクロロエチレンは、すべての地点で環境基

準以下でした。

トルエン、キシレン、エチルベンゼン、p-ジクロロベンゼン、ホルムアルデヒド、アクロレインは環境基準

が設定されていませんが、アクロレインを除く5物質について、室内空気に適用される室内濃度指針値と比較

したところ、すべての地点で指針値以下でした。アクロレインについては、作業環境許容濃度と比較したとこ

ろ、すべての地点で許容濃度以下でした。

また、過去の環境調査結果がある4物質について排出量との関係を見たところ、自動車などの影響が大きいベ

ンゼン、ホルムアルデヒドでは排出量と大気中の濃度について一定の関係がみられませんでしたが、事業所から

の影響が大きいジクロロメタン、トリクロロエチレンでは排出量の低減に伴い、濃度の低下が確認されました。

■ 化学物質環境モニタリング調査

ダイオキシン２

ダイオキシン類は、非常に有害な性質を持っており、廃棄物の燃焼や塩素を使用する製造工程から、非意図

的に生成することがわかっています。

県ではダイオキシン類対策特別措置法に基づき、県域の汚染の状況を把握するため、調査地点を定め、大気、

水質等の常時監視を行っています。それに加えて、詳細な実態把握のため、大気と水質・底質等について、常

時監視地点を補完する地点で平成15～17年度の3年間をかけて、調査地域を変えながら環境実態調査を実施し

ています。平成17年度の調査においては、すべての地点で環境基準を下回っていました。

s表2-3-2 大気調査結果

● 年4回測定の平均値 （環境基準：年平均で0.6pg-TEQ/m3）

地点数 備　考 平均（最低～最高）環境基準超過数 
平成17年度 常時監視 

環境実態調査 
20 
6 
249 
825

0.068（0.025～0.14）なし 
0.11（0.076～0.15）なし 
0.024～3.3 
0.052（0.0039～0.61）なし 

 
県中央部を調査 
平成元～16年度 
平成17年度一般環境 

本県の過去の調査結果 
 （参考）全国の調査結果 

s表2-3-3 水質調査結果

● 年1回測定の平均値 （環境基準：年平均で1pg-TEQ/L）

地点数 備　考 平均（最低～最高）環境基準超過数 
平成17年度 河川 

湖沼 
海域（相模湾） 
地下水 

30 
2 
6 
8 
422 
2834

0.14（0.062～0.41）なし 
0.067（0.065～0.069）なし 
0.057（0.052～0.061）なし 
0.019（0.017～0.022）なし 
ND～2.0 
0.16（0.0070～5.6）39 

17年11月～12月に採取 
17年11月に採取 
17年12月に採取 
17年9月に採取 
平成元～16年度 
平成17年度公共用水域 

本県の過去の調査結果 

（参考）全国の調査結果 
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s表2-3-4 底質調査結果 （環境基準：年平均で150pg-TEQ/g）

地点数 備　考 平均（最低～最高）環境基準超過数 
平成17年度 河川 

海域（相模湾） 
30 
6 

1623 

1.7（0.23～12）なし 
4.9（0.32～23）なし 
6.4（0.045～510）6

17年11月～12月に採取 
17年8月に採取 
平成17年度公共用水域 （参考）全国の調査結果 

s表2-3-5 土壌調査結果 （環境基準：1,000pg-TEQ/g）

地点数 備　考 平均（最低～最高）環境基準超過数 
平成17年度 常時監視 64 

395 
1782 

6.3（0.051～36）なし 
0.0016～110 
5.9（0～2800）3

17年9月に採取 
平成10～16年度 
平成17年度 

本県の過去の調査結果 
 （参考）全国の調査結果 

水生生物には環境基準が定められていませんが、環境庁（環境省）が実施した「平成11年度公共用水域等

のダイオキシン類調査結果」の水生生物の調査結果（参考）の濃度と比較して、ブラックバスが全国調査の濃

度範囲を超えましたが、それ以外は全国調査の範囲内でした。

s表2-3-6 水生生物調査結果（魚介類） （環境基準なし　単位：pg-TEQ/g-WET）

地点数 備　考 平均（最低～最高） 
平成17年度 環境実態調査 6 

65 
2832 

2.7（0.27～5.1） 
0.20～16 
1.4（0.032～33） 

17年8月～18年1月に採取 
平成元～16年度 
平成11年度 

本県の過去の調査結果 
 （参考）全国の調査結果 

平成12年度に判明した引地川水系ダイオキシン汚染事件に関連して、その後の影響を把握するため、河川

の河口周辺を中心に継続して調査しています。

ダイオキシンによる環境汚染への対応

■ 引池川水系ダイオキシン汚染事件

平成12年度の緊急河川調査で水質環境基準値を超えた水系のうち、汚染究明調査や対策確認調査が必要な

地点の調査を実施しました。

■ 目久尻川等の汚染

s表2-3-7 河川の水質・底質の調査結果（平成17年度）

調査地点
水質

（pg-TEQ/L）
底質

（pg-TEQ/L）
環境基準値
超過地点数

引地川 龍宮橋 0.11 1.0 0

s表2-3-8 汚染源究明調査及び対策確認調査（平成17年度）

河川名 検体数
水質（pg-TEQ/L）
平均（最低～最高）

底質（pg-TEQ/g）
平均（最低～最高）

環境基準値
超過地点数

目久尻川 11 0.57（0.13～3.4） 1.0 1

引地川上流域 6 0.37（0.14～0.52） 39.5（33～46） 0

また、平成14年度調査で判明した未規制発生源周辺の大気及び河川等の実態調査を実施しました。

s表2-3-9 未規制発生源周辺実態調査（平成17年度）

河川名 検体数
大気（pg-TEQ/m3）
平均（最低～最高）

水質（pg-TEQ/L）
平均（最低～最高）

環境基準値
超過地点数

未規制発生源周辺 23 0.15（0.015～0.34） 0.34（0.12～0.34）

底質
（pg-TEQ/g）

0.66 0
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化学物質関連調査（内分泌かく乱化学物質）３

内分泌かく乱化学物質とは、動物の生体内に取り込まれた場合に、その生体内で営まれている正常なホルモ

ン作用に影響を与える外因性の物質です。本来のホルモンは、私たちの身体の中で健康を維持するための重要

な働きをしているため、内分泌かく乱作用を持つ化学物質による健康への被害が心配されています。

環境庁（当時）では平成10年5月に「外因性内分泌攪乱化学物質問題への環境庁の対応方針について－環境

ホルモン戦略計画SPEED'98－」（以下「SPEED'98」と略します。）を公表し、この中で内分泌かく乱作用につ

いて優先的に取り組む物質として、60数物質が提示され、調査・研究を進めてきました。

県ではこれらの物質から選定した化学物質について、平成10年度から大気環境、水域環境、食品及び水道

水を対象とした実態調査を行っています。

大気への排出実態等を考慮して、全国調査（平成10年度 環境庁）の調査対象物質のうち、フタル酸エステ

ル類＊1 7物質及びアジピン酸ジ－2－エチルヘキシル＊1 の合計8物質について、二宮町、大井町及び城山町の計

3地点で、8月及び2月に調査しました。

夏期は全地点においてフタル酸エステル類3物質及びアジピン酸ジ－2－エチルヘキシルが検出され、城山

町のみフタル酸ブチルベンジルも検出されました。冬期は全地点でフタル酸エステル類3物質が検出されまし

た。いずれも全国調査の結果の範囲内の値でした。

平成17年度の環境調査

■ 大気調査

わが国で現在使用実績がなく、水質の全国調査で検出下限値未満であったものや、測定法の確立していない

もの等を除いた、ノニルフェノール＊2、ビスフェノールA＊3、フタル酸エステル類等と、人間等ほ乳類の尿中

に含まれる女性ホルモンである17β- エストラジオールの計44物質について、河川5地点（境川、相模川、酒

匂川、金目川、早川）で、7月と11月に調査しました。

その結果、6物質が検出されましたが、それらの濃度はいずれも全国調査の結果の範囲内の値でした。

■ 水質調査

水質調査と同様の理由から選定した54物質について、水質調査と同じ河川5地点で、11月に調査を行いまし

た。その結果、8物質が検出されましたが、それらの濃度はいずれも全国調査の結果の範囲内の値でした。

■ 底質調査

水質調査と同様の理由から選定した53物質について、金目川と早川のコイを10月に調査しました。その結

果、7物質が検出されましたが、それらの濃度はいずれも全国調査の結果の範囲内の値でした。

＊1 フタル酸エステル類及びアジピン酸ジ-2-エチルヘキシル：樹脂を軟らかくする性質があり、可塑剤として使用されています。
＊2 ノニルフェノール：界面活性剤等の合成原料や殺虫剤、殺菌剤、防かび剤にも用いられています。
＊3 ビスフェノールA：ポリカーボネート樹脂やエポキシ樹脂などの原料が主な用途です。

■ 水生生物調査
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食品の調査

有機塩素系農薬7種類＊1について、県民が通常の食生活の中でどの程度摂取しているかを推計するためトー

タルダイエットスタディ方式＊2による一日摂取量調査を実施したところ、DDT及びエンドスルファンが検出

されました。いずれも残留農薬の一日許容摂取量の範囲内でした。

＊1 有機塩素系農薬7種類：BHC（六塩化ベンゼン）、DDT（ジクロロジフェニルトリクロロエタン）、アルドリン、エンドリン、ディ
ルドリン、ヘプタクロル、エンドスルファン（いずれも殺虫剤で、エンドスルファンを除き、現在は農薬として使用されていませ
ん。）

＊2 トータルダイエットスタディ方式：国民健康・栄養調査において集計された県民の食品群別栄養素等摂取量に基づき、159品目の食
品を購入し、実際の食事形態に従って調理した後、13の食品群に分け、飲料水（水道水）を加えた計14食品群について分析します。

水道の調査

県内の3浄水場の原水と浄水を対象として、水道事業者である神奈川県企業庁水道局（現水道電気局）及び

水道用水供給事業者である神奈川県内広域水道企業団と共同で調査を実施しました。

夏期（7月）及び冬期（1月）に17物質について調査を行ったところ、原水からは、ノニルフェノール、ビ

スフェノールA及びベノミル＊1が微量検出されました。浄水からは、いずれの物質も検出されませんでした。

なお、検出された3種類の化学物質は、すべて過去に原水から検出されており、初めて検出された物質はな

く、また、検出された物質及び測定値ともに特に問題となるものではありませんでした。

＊1 ベノミル：殺虫剤などとして使用される農薬。

今後の対応

環境省では平成17年3月に内分泌かく乱作用の研究成果を踏まえて公表した「化学物質の内分泌かく乱作用

に関する環境省の今後の対応方針について－ExTEND2005－」において、SPEED'98で示された化学物質群の

リストを廃止するとともに、内分泌かく乱作用だけに着目することなく、総合的な調査・研究を推進していく

こととなっています。

県では、これら国の研究結果・方針等を踏まえて化学物質関連調査を実施してまいります。

化学物質による環境影響低減に関する県の取組2

生活環境の保全等に関する条例に基づく指導等

「生活環境の保全等に関する条例」第5章第2節「化学物質の適正な管理」では、事業所の状況、規模レベル

等に応じた取組が規定されています。

1 化学物質の適正管理

すべての事業者は、事業活動を行うに当たり、化学物質による環境の汚染を防止するため、化学物質の管理体

制の整備、そのための情報の収集・整理、化学物質の受入れ・排出量等の把握使用量や排出量がより少ない技術

や機器等の導入など、化学物質の適正な管理に努めなければなりません。（第39条）

2 安全性影響度の評価

指定事業所の設置者は、事業所から排出される化学物質の量及び毒性係数に基づき、安全性影響度を評価し、

その低減について必要な措置を講じるよう努めなければなりません。（第40条の2）

3 化学物質管理目標の作成

PRTR法の届出事業者は、法届出対象化学物質について、化学物質管理目標を作成し、目標及び目標の達成状

況等を県に報告しなければなりません。また、県民に対しても同様の情報を提供するよう努めなければなりませ

ん。（第42条）
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平成17年度から、条例第42条に基づき、化学物質管理目標等について県に報告することとなり、平成17年

度には、県域＊1 の956事業所から報告がありました。平成16年度の県域のPRTR法の届出排出量は7,691.6トン、

平成17年度の排出量の削減目標は408.3トンであり、目標が達成されると平成17年度の排出量は7,283.3トンと

なり、平成16年度と比較して5.3％削減されることになります。

排出量の削減目標が最も多い物質はトルエン（313.8トン）で、その他の上位物質は次のとおりでした。
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H16年度排出量 H17年度排出量（目標） 

s図2-3-3 化学物質の排出削減目標

順位 物質名 削減目標量

1 トルエン 313.8トン

2 クロロメタン 25.0トン

3 ジクロロメタン（別名　塩化メチレン） 23.5トン

4 キシレン 22.1トン

5 メタクリル酸メチル 8.7トン

s表2-3-10 排出削減目標が多かった物質（上位5物質）

バイオテクノロジー環境安全管理指針
（H17.11.25改正）

ゴルフ場農薬安全使用指導要綱
（H元.4.26施行、H16.1.1改正）

目的
バイオテクノロジーにおけるDNA組換え作業の安全性
を確保し、生物材料による環境影響の未然防止を図る。

ゴルフ場における農薬の安全な使用や適正管理を確保
し、 環境汚染の未然防止を図る。

対象 DNA組換え作業を行う事業所（33事業所）
ゴルフ場設置者（52か所、うち1か所は農薬を使用し
ていない。）

地域
横浜市・川崎市を除く。（両市は同様の趣旨の制度を運
用。）

全県域

内容の
概　要

1 自主管理事項
自主管理マニュアルの作成や生物材料の安全情報の
収集・整理、事故が発生した場合の報告

2 配慮事項
排出防止管理施設の設置、廃棄物の自己処理責任、
下請け企業及び関連企業への指導・助言等

1 環境配慮
農薬使用時の周辺への配慮

2 環境保全計画
農薬の適正使用や管理方法等に関する計画の作成

3 環境調査
調整池等での魚類による水質監視、排水口等におけ
る農薬調査の実施

s表2-3-11 指針・要綱の概要

＊1 県域：条例の適用外である横浜市と川崎市を除いた地域。

注：平成18年9月現在

県では、化学物質に関する指針・要綱を運用していますが、その概要は次のとおりです。

■ 化学物質に関連する指針・要綱に基づく指導
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平成17年度ゴルフ場で実施された水質調査では、国の「ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁の防止

に係る暫定方針」の暫定基準値を下回る結果でした。

■ ゴルフ場農薬安全使用指導要綱調査

種　類 農　薬　名 暫定指針値 検　出　数 検出施設数 分　析　値

殺菌剤

フルトラニル

プロピコナゾール

ペンシクロン

シプロコナゾール

チフルザミド

2

0.5

0.4

―

―

1

2

1

1

2

1

1

1

1

1

0.0002

0.002

0.002

0.002

0.001～0.002

除草剤 アシュラム 2 1 1 0.02

s表2-3-12 平成17年度ゴルフ場環境調査結果（ゴルフ場による環境調査） （単位：mg/L）

ダイオキシン対策の推進

県では、「ダイオキシン類対策特別措置法」や「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、次のよう

な具体的な対策に取り組んでいます。

①大気や水域、土壌等の汚染実態の把握のため、常時監視等の環境調査を行う。

②環境基準を超える地点等が認められた場合には、原因究明等を進める。

③廃棄物処理施設等における排出ガスや排出水の排出基準等の遵守や施設の維持管理の改善指導を行う。

④日常生活や事業活動における廃棄物の排出抑制やリサイクル推進のための諸対策に取り組む。

さらに、人の体内へは、食品を経由しての摂取割合が高いため、食品等の実態調査を行うほか、PRTR法へ

の対応、各種調査結果の情報提供、環境科学センターにおいて分析などを行うとともに、これらの種々の対策

を的確に進めるために、市町村との連携を図りつつ取組を進めていきます。

「PRTRと化学物質対策」
http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/taikisuisitu/kagaku/prtr/index_prtr.html
「ダイオキシン類情報」
http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/taikisuisitu/kagaku/dxn/dxn_main.html
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騒音は、日常生活に関係が深い公害であり、工場・事業場や建設作業、店舗営業などの事業活動から発生す

るもの、自動車、航空機、鉄道などの交通手段から発生するもの、一般家庭の電気機器、楽器、ペットなど家

庭生活から発生するものなど、発生源は多様です。

平成17年度の苦情件数は、1,236件で、平成16年度（1,224件）に比べ12件増加しています。苦情の内訳を見

ると、工場・事業場からの騒音499件（40.4％）がもっとも多く、次いで建設作業騒音355件（28.7％）、深夜

営業等130件（10.5％）となっています。

交通騒音としては、自動車や新幹線の騒音が問題となっています。自動車騒音については、道路沿道での騒

音結果を元に面的評価＊1を行ったところ、表2-4-1のとおり、105,831戸中環境基準を達成したのは79,143戸

（74.8％）でした。

騒音・振動・悪臭 騒音・振動・悪臭 騒音・振動・悪臭 

騒音・振動・悪臭の現況と課題1
■ 騒音

＊1 面的評価：道路沿道での騒音レベルを元に、沿道から50m以内の総住居戸数のうち環境基準を達成する住居の割合を計算し、これ
をこの地域の環境基準達成率とする評価手法です。

区　　分 12年度 14年度 15年度 16年度 17年度

調査地点数 15 5 14 10 14

内住居専用地域の地点 1 3 1 0 0

環境基準適合地点数 2 1 6 3 9

内住居専用地域の地点 0 1 0 0 0

環境基準適合率 13.3％ 20.0％ 42.9％ 30.0％ 64.3％

内住居専用地域の地点 0.0％ 33.3％ 0.0％ ― ―

s表2-4-2 新幹線騒音測定調査結果

注：13年度は測定せず

平成14年度 87.1 36 28,347

平成15年度 196.1 110 82,252

平成16年度 260.0 119 99,995

平成17年度 321.3 152 105,831

評価区間
延長（km）

評価
区間数

住宅等
戸数

昼夜間とも基準値以下

戸 ％

昼間のみ基準値以下

戸 ％

夜間のみ基準値以下

戸 ％

昼夜間とも基準値超過

戸 ％

21,282 75.1% 3,788 13.4% 16 0.1% 3,261 11.5%

59,178 71.9% 14,361 17.5% 103 0.1% 8,610 10.5%

65,120 65.1% 16,243 16.2% 15 0.0% 18,617 18.6%

79,143 74.8％ 14,730 13.9％ 63 0.1％ 11,895 11.2％

s表2-4-1 道路交通騒音の面的評価結果
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

s表2-4-4 厚木飛行場周辺の苦情件数の推移

＜県基地対策課調べ＞

5,271件 5,050件 5,552件 4,142件 5,737件

振動は、騒音と並んで日常生活に関係が深い問題

であり、工場等の事業活動によって発生する地盤振

動が家屋に伝播し、その振動を直接又は間接的に感

じることによって感覚的な不快感を感じさせるもの

です。騒音公害と同様、隣り合う程度の周囲からの

苦情が多く局所的であるという特徴があります。

17年度の苦情件数は、378件で、16年度（335件）

に比べ43件増加しています。内訳は、建設作業の振

動210件（55.6％）と最も多く、次いで、工場・事

業場からの振動94件（24.9％）となっています。

■ 振動

1,400 

1,200 

1,000 

800 

600 

400 

200 

0
13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 

騒音 震動 悪臭 

s図2-4-1 騒音・振動・悪臭に関する苦情件数の推移

＜県大気水質課調べ＞

悪臭の苦情は、従来は工場・事業場が主でしたが、

最近では市街地の店舗等からのさまざまな「におい」

による悪臭問題が増加しています。

17年度の苦情件数は、1,284件で、16年度（1.323

件）に比べ39件減少しています。内訳は、野外焼却

が442件（34.4％）と最も多く、次いで、サービス

業・その他が277件（21.6％）となっています。

■ 悪臭

区　　分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

調査地点数 22 18 29 29 31

内基地東西1.5km以遠地点 8 5 5 5 5

環境基準適合地点数 9 6 9 8 8

内基地東西1.5km以遠地点 6 3 4 4 4

環境基準適合率 40.9％ 33.3％ 31.0％ 27.6％ 25.8％

内基地東西1.5km以遠地点 75.0％ 60.0％ 80.0％ 80.0％ 80.0％

s表2-4-3 厚木飛行場周辺の航空機騒音測定調査結果

また、厚木飛行場を中心に広い範囲で航空機騒音が発生しています。昭和48年にアメリカ海軍の空母ミッ

ドウェーが横須賀港を事実上の母港として以来、艦載機の飛行や訓練等に伴う騒音が激しさを増し、深刻な社

会問題となっています。
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平成7年7月の「国道43号・阪神高速道路騒音排気ガス規制等請求事件」に関して、最高裁判所は生活公害を

認定しました。その判決を受けて、平成7年12月に警察庁、環境庁、通産省、運輸省、建設省の5省庁による

「道路交通騒音の深刻な地域における対策の実施方針」がまとめられ、道路交通騒音対策を実施するに際して取

り組むべき方向が示されました。

この方針に基づき、県では道路交通騒音の深刻な地域における低騒音舗装の敷設等の施策を進めています。

また、発生源対策として、騒音規制法により自動車ごとに騒音の大きさの許容限度が定められ、昭和46年

から順次規制が強化されています。

騒音・振動・悪臭問題に関する県の取組2

騒音・振動対策【大気水質課・基地対策課・道路管理課】１

道路交通騒音対策

厚木基地航空機騒音対策

夜間連続離着陸訓練（NLP）は、平成5年に硫黄島の暫定訓練施設が米側に全面提供されたため、そのほと

んどが硫黄島で実施されるようになりました。

しかし近年では、NLP直前の時期に行われる集中的な訓練による激しい騒音など、NLP以外の飛行による

騒音被害が問題となっています。

こうした中で、平成18年5月には在日米軍再編協議において、厚木基地の空母艦載機の移駐等が日米両国政

府間で合意され、その実施に向けた閣議決定も行われました。

しかし、その実現までには多くの課題があり、またそれまでの間、引続き昼夜を問わない激しい騒音被害に

さらされ続けることになります。

そのため県では、厚木基地周辺市と連携し、厚木基地騒音対策協議会等を通じて、日米両国政府に対して、

移駐の着実な実施を求めるとともに、移駐までの間も、NLPやNLP直前の集中的訓練も硫黄島の活用等によ

り、騒音問題の解決に積極的に取り組むよう、強く働きかけています。

■ 航空機騒音被害等の解消への取組

「神奈川の米軍基地（基地問題に対する取組み）」
http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kiti/kititorikumi.html

県では、厚木基地周辺の航空機騒音を毎年測定ポイントを決めて測定しています。11箇所では通年で常時監

視を行い、その他状況に応じて測定を行っています。測定を終えたデータについては、県環境科学センターに

おいて分析を行っており、分析した内容は「航空機騒音測定調査結果報告書」としてまとめ、県や市の環境担

当窓口、地元の公立図書館等に配布しています。

また、航空機騒音から通常の生活を保全する必要がある地域の範囲を明らかにするために、環境基準の地域類

型をあてはめる地域を指定し告示しています。

米軍機の飛行経路は公にされていませんが、今後騒音の及ぶ範囲が変化する可能性もありますので、継続的

に測定を実施し、騒音の及ぶ地域に変化がみられた場合には、地域指定の範囲の変更についても検討すること

としています。

■ 航空機騒音の実態把握
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1. 規制対象地域 

2. 規制対象 

3. 規制基準 
 （悪臭防止法第4条第2項各号に基づく基準） 

神奈川県の区域（※横浜市、川崎市、横須賀市、平塚市、小田原市、茅

ヶ崎市、相模原市、厚木市及び大和市の区域を除く。）のうち、都市計

画区域（農業振興地域を除く。） 

■1種地域：住居系地域（第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層

住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域） 

■2種地域：商業系地域、工業系地域（近隣商業地域、商業地域、工業地域、準工業地域及び工業専用地域）及びその他の

地域（市街化調整区域） 

※横浜市他8市では、悪臭防止法施行令第3条の規制に基づき、独自に管轄市域内の規制方法を定めています。 
　なお、横須賀市、平塚市、小田原市、茅ヶ崎市、相模原市および大和市は平成18年1月現在、悪臭防止法に基づく臭気指数規制を基準
として取り入れています。 

規制対象地域内にあるすべての工場・その他の事業場 

　　 ア　1種地域　臭気指数〔10〕 

　　 イ　2種地域　臭気指数〔15〕 

　　 悪臭防止法施行規則第6条の2に定める方法により算出した 

　　 臭気指数又は臭気排出強度 

　　 ア　1種地域　臭気指数〔26〕 

　　 イ　2種地域　臭気指数〔31〕 

（1）敷地境界線上における規制基準（1号基準） 

（2）気体排出口の規制基準（2号基準） 

（3）排出水における規制基準（3号基準） 

s表2-4-5 県が定める臭気指数規制内容

「騒音・振動のページ」
http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/taikisuisitu/taiki/souon/index.htm
「悪臭問題の解決に向けて」
http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/taikisuisitu/taiki/akusyu/index.htm

悪臭対策【大気水質課】２

悪臭問題に対応するため、悪臭防止法に基づき、県では、これまでアンモニアなど22物質に限定した「特

定悪臭物質規制」で対応してきましたが、最近では市街地の店舗等からのさまざまな「におい」による悪臭問

題が増加しており、従来の規制方法では対応が困難になってきました。

そこで、県では「特定悪臭物質規制」に代えて、人の嗅覚を用いて悪臭を測定し、すべての臭気物質を対象

とする「臭気指数規制」を平成15年11月から採用し、悪臭問題の解決に対応しています。

新幹線騒音対策

県では、新幹線騒音から通常の生活を保全する必要がある地域の範囲を明らかにするために、環境基準の地

域類型をあてはめる地域を指定し、告示しています。また、新幹線騒音測定調査を実施した場合は、新幹線鉄

道事業を行う東海旅客鉄道（株）に対して、騒音測定の調査結果を伝え、改善状況の確認を行っています。
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自 然 環 境  自 然 環 境  自 然 環 境  

本県は、海、平野、丘陵、山岳等に加え、相模川や酒匂川などの河川や、芦ノ湖などの湖沼といった変化に

富んだ地形を有し、多様な自然環境に恵まれています。県西部には箱根や丹沢大山などの多様な表情を持つ豊

かなみどりが残っています。しかし、首都圏域に位置し、宅地や工業用地等の開発圧力の強い本県では、身近

な里山などを中心にみどりの減少が東部地域で著しく、中部地域でもその傾向がみられ、みどりの質的・量的

な保全と創造が急務になっています。

自然環境の現況と課題1
■ みどり

1973年（昭和47年） 2005年（平成17年） 

昭和47年 
平成17年 

238,728ha 
241,584ha

31,400ha 
21,100ha

106,672ha 
95,278ha

57.8% 
48.2%

県土面積（a） 農地面積（b） 森林面積（c） 緑地率（b+c）/a70%以上 
70%未満 
50%未満 
30%未満 

緑地率＝ 
森林面積＋農地面積 

市町村面積 

s図2-5-1 みどり（緑地率）の推移

緑地の種類 6年度 17年度 増減 
施
設
緑
地 

地
　
域
　
制
　
緑
　
地
　
＊ 

１ 

都 市 公 園  

その他の公共施設緑地 

近郊緑地保全区域  

近郊緑地特別保全地区 

特別緑地保全地区  

風 致 地 区  

歴史的風土保存区域 

歴史的風土特別保存区域 

生 産 緑 地 地 区  

県自然環境保全地域 

自 然 公 園  

農業振興地域農用地区域 

保 安 林  

協定・条例等によるもの 

ナショナル・トラスト制度 ＊2 によるもの 

重　複　減 ＊3 

合　計 

3,041 

2,586 

4,632 

553 

135 

14,805 

956 

571 

1,513 

11,183 

54,551 

12,254 

47,678 

8,702 

1,045 

△50,832 

113,373

4,108 

3,744 

4,702 

554 

326 

15,004 

989 

574 

1,526 

11,216 

55,157 

11,429 

51,441 

12,639 

1,151 

△55,669 

118,891

1,067 

1,158 

70 

1 

191 

199 

33 

3 

13 

33 

606 

△  825 

3,763 

3,937 

106 

△4,837 

5,518

s表2-5-1 緑地保全制度などによる緑地の状況 （単位：ha) s図2-5-2 主なトラスト緑地

＊1 地域制緑地：法令や条例に基づき土地利用に制限をかける
ことによって保全される緑地。

＊2 ナショナル・トラスト制度：身近な動植物の生息地や都市
近郊に残された緑地などを寄付金をもとに、住民自らの
手で、買い取って保全していこうとする自然保護活動で、
本県では財団法人かながわトラストみどり財団を設立し、
かながわトラストみどり基金や市町村などと連携して緑
地の保全等を進めています。

＊3 重復減：緑地の種類により重複指定が可能なため、重複分
については差し引きしています。
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近年では本県を代表する自然豊かな地域である丹沢山地でも生態系に大きな異変が起こり、広範囲のブナの

立ち枯れ、林床植生＊1とササの後退など、特に主稜線部のブナ帯における植生の劣化が目立ち始めています。

これらの異変に科学的なメスをいれ、具体的な対策を探るために平成5年度から4か年計画で丹沢大山自然環

境総合調査を実施しました。その結果、丹沢山地の自然が豊かな多様性を持つことが改めて示された一方で、

自然生態系の劣化が予想以上に進行し、その多様性が急速に失われていることも明らかになりました。

このことから平成11年3月に丹沢大山保全計画を策定し、自然環境の保全と再生に取り組んできました。し

かし、丹沢大山の自然環境の衰退には、オーバーユース＊2、シカなどの要因が複雑に絡むと共に自然環境の再

生には、大変長期的な時間を要することから、十分な成果を得るには至っていません。

このため、平成16年度から、丹沢大山総合調査が、NPO、企業、学識経験者及び行政機関という多様な主

体により構成する実行委員会形式で実施され、平成18年7月に実行委員会から総合調査結果を踏まえた政策提

言がなされ、その提言内容をうけて、自然再生事業を推進するための「丹沢大山保全計画」の改定が行われます。

■ 丹沢大山の自然環境

＊1 林床植生：森林はさまざまな高さをもった植物の組み合わせによる多層構造ですが、林床植生はこれらのうち低木以下の階層を構成
する植生のことです。

＊2 オーバーユース：利用者の集中による過剰使用のことで、丹沢大山地域ではオーバーユースにより、登山道の損傷、登山道沿いの植
生の衰退や沢の水質汚濁等が問題になっています。

野生鳥獣は、国民共有の財産として保護が求められるものですが、地域によっては農林水産業被害や生活被

害を発生させたり、増えすぎたニホンジカによる自然生態系への影響が懸念されるなど、人と野生鳥獣との軋

轢が生じています。このような軋轢を軽減・解消し、長期的な観点から当該野生鳥獣の個体群の安定的な保護

を図るため、本県では平成14年度に、ニホンジカとニホンザルを対象とした保護管理計画を策定し、平成15

年度から市町村等と連携し、個体数調整、生息環境整備及び被害防除対策を実施するとともに、シカ・サルの

生息状況等のモニタリングや事業の効果検証を行っています。

もともとは分布していなかった地域に、新たに人為的に持ち込まれた生物を外来生物といいますが、一部の

外来生物は、自然の中で繁殖・野生化し、もともとその地域にいた在来生物の駆逐や、人にかみつく、農作物

を食べ荒らすなどの被害を発生させることがあり、問題となっています。

平成17年6月に施行された「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律」では、こうした

被害の発生するおそれのある外来生物を「特定外来生物」に指定し、輸入や飼養・運搬を厳しく規制し、野外

に放すことを例外なく禁止するとともに、既に野生化している特定外来生物は、必要に応じて地域ぐるみの被

害対策により計画的に防除することになりました。

■ 野生鳥獣

60,000 

50,000 

40,000 

30,000 

20,000 

10,000 

0 
１5年度 １6年度 １7年度 １3年度 

（千円） 

１4年度 

16,800
12,389 12,135

18,917 

 28,306

18,532

47,853

23,128

 33,918

25,055
23,860

15,452

21,728
24,985  24,153

s図2-5-3 主な獣類による被害額

（千円） 
90,000 

80,000 

70,000 

60,000 

50,000 

40,000 

30,000 

20,000 

10,000 

0 

 １5年度 １6年度 １7年度 １3年度 １4年度 

20,786
16,837

79,595

25,999 26,377
 31,530

26,937
23,987

 18,659
15,939

s図2-5-4 主な鳥類による被害額
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１5年度 １6年度 １7年度 １3年度 

（捕獲数） 

１4年度 
0

50

100

150

200

250

300

350

400

38

212 230

316 367

304
223

295

265
289

305

10 10 12 11

s図2-5-5 主な獣類の捕獲数（狩猟による捕獲は除く）

１5年度 １6年度 １7年度 １3年度 

（捕獲数） 

１4年度 
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

4,102
3,576

1,677

102 165

3,843

5,213

4,823

2,980
2,572

s図2-5-6 主な鳥類の捕獲数（狩猟による捕獲は除く）

沿岸域において、藻場や干潟は、魚を含めた多様な生物の産卵場や、生息場所として重要な役割を果たして

いますが、埋め立てによりその多くが、縮小したり、失われてきました。

また、産業や生活排水等による汚濁負荷は、依然として水生生物の生息環境に影響をもたらしています。こ

うしたことから、近年、自然との共生や生態系に配慮した海域環境の維持、修復の必要性が高まっています。

水質の改善はもちろん、今ある藻場や干潟の維持とともに、藻場の造成や人工干潟など、生物が住みやすい環

境をいかに復元していくかが課題となっています。

内水面については、河川環境の変化や開発等に伴い、メダカやホトケドジョウ、タナゴ類等が減少し、希少

魚となっています。ビオトープ、多自然型護岸・魚道の設置など、生物の住みやすい環境を復元することが求

められています。

■ 海・川・湖

平成18年3月に神奈川みどり計画を策定しました。計画期間は、平成18年度から平成27年度までの10年間と

し、計画の前半が終了する平成22年度に点検と見直しを行うこととします。

計画では、みどりの量とともに質的な確保に取り組んで、生物多様性の保全と充実を目指し「人と生き物と

生活空間を育むみどり豊かなかながわをめざして」を基本理念としました。

計画を推進するために、みどりの視点による共通の特徴を持った地域として9つの「緑化域」を設定し、それ

ぞれの緑化域で基本方向に沿ったみどりの量の確保や質の向上を推進するとともに、緑化域相互のつながりを

強めることや、県域を越えた広域的な水とみどりのネットワークの形成をめざします。

自然環境保全に関する県の取組2

身近なみどりの保全【緑政課】１

神奈川みどり計画の策定

「神奈川みどり計画　概要版・本編」
http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/ryokusei/
midorikeikaku.html
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生物多様性の確保と良好な自然環境の保全・創出

に向けて、みどりの量の確保と質の向上を図り、水

とみどりのネットワークの形成に取り組んでいます。

都市と里山のみどりの保全と活用

0 5000 10000 15000

神奈川県 

宮城県 

群馬県 

静岡県 

山形県 

福島県 

東京都 

千葉県 

埼玉県 

山梨県 

大阪府 

愛知県 

兵庫県 

京都府 

福岡県 

 

11215.9

7817.3

5327.3

5185.5

3106

4867.4

405.3

1773.8

518.2

2144.3

134.1

221.9

398.3

133.2

38.3

(ha)

s図2-5-7 主要都府県の自然環境保全地域指定状況（18.3.31現在）

緑地の効果に照らして、公有地、民有地等の土地

の所有の形態にかかわりなく、各種法令に基づき一

定の区域の土地を風致地区、近郊緑地保全区域、歴

史的風土保存区域、特別緑地保全地区、生産緑地地

区、自然環境保全地域、自然公園等に指定し、その

土地利用を規制することで良好な自然環境等を保全

しています。

■ 地域制緑地の指定による保全

かながわに残る貴重なみどりを守り、次の世代へ引き継いでいくため、かながわトラストみどり基金、（財）

かながわトラストみどり財団を中心として、県民・企業・団体・市町村と連携し、かながわのナショナル・ト

ラスト運動を推進しています。

■ ナショナル・トラスト運動の推進

「かながわのナショナル・トラスト運動」
http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/ryokusei/
trust/trust.htm

s図2-5-8 かながわのナショナル・トラスト運動のしくみ

＜出典：「かながわのナショナル・トラスト」より作成＞

かながわのナショナル・トラスト運

動は、都市化の進展により著しく

減少したまちのみどりを守るため

に、（財）かながわトラストみど

り財団と県が設置・管理している

かながわトラストみどり基金と

が、車の車輪のごとく一体となっ

て進めており、両者の関係及び事

業内容は、図のとおりです。

かながわのナショナル・トラスト運

動で保全の対象としている緑地は、

１）市街化区域またはそれに隣接

する概ね1km以内にあること

２）面積が概ね1ha以上であるこ

と

３）法律による買上げ制度の適用

にならない緑地であること

の３要件を備えた緑地を対象とし

ています。
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コラム 緑化協力金制度の概要 

自動車が二酸化炭素の排出など環境に負荷を与えている一方で、緑がその負荷を緩和している現状を考慮し、自動車利

用者に本県の緑地保全施策の推進に協力していただくことを目的に、自動車の運行に不可欠な駐車場に着目し、制度を導

入している駐車場の利用者から一定額（20円）を任意の形で寄付してもらう仕組みとして、平成12年4月から実施し

ています。

この緑化協力金はかながわトラストみどり基金への寄付金として積み立て、「かながわのナショナル・トラスト運動」

により買入れなければ保全が図れない緑地で、地域住民に親しまれている身近な樹林地の取得費用に充当します。平成

15年3月、初めて、大磯町みどり基金と共同で大磯こゆるぎ緑地を買入れました。

（財）かながわトラストみどり財団に登録し、自主的に地域のみどりを守り育てる活動を行っている「みどりの

実践団体」へ奨励金を交付し苗木を配布するほかボランティアや自治会などの地域住民が自主的に行う公共的な

場所での植樹等に対し苗木の配布を行うなど、同財団を通じ県民等のみどりに関する自発的活動を支援します。

■ みどりに関する県民等の自発的活動への支援

かながわの里山は、雑木林、農地、集落などが一体となった地域として捉えており、人の手が入ることによ

って豊かな生態系が形成され、物質の循環が行われてきた重要な場所です。

農家をはじめとする地域住民、都市住民などと行政との協働により、貴重な里山の保全、活用を通して、地域

の活性化を図る里山づくりを推進しています。

平成17年度は秦野市名古木地区ほか5地区において、里山づくりの推進体制の整備や農家、地域住民等が主

体となって行う里山の保全活動に対し支援しました。

また、平成18年度は、引き続き地域の実情にあわせ

た里山の保全と活用の推進を図るとともに、多様な主

体の協働・連携により、里地里山の持つ多面的機能を

持続的に発揮させていくための条例の制定について検

討を進めています。

■ 里山づくりの推進

復元した谷戸田における米づくり

「かながわの里山ホームページ」
http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/noti/
koukai/satoyama/top/index.htm

里山：「里山」という言葉は、広く使われるようになったが、さまざまな捉え方がされており、「里山」の定義として統一的なものは現在
のところないとされている。一般的な里山の考え方の中では「①人間の働きかけ、人間の手による管理、②二次林、薪炭林、雑木
林、③農地（田んぼ、畦、ため池）、④集落」が概ね共通している概念であり、この構想では、「里山」を、かつて薪炭林として集
落の生活を支えていた雑木林とその周辺の田んぼなどの農地、水源、水の流れが一体となった地域の概念として、またはそれに類
似するような地域の概念として捉えている。 【かながわ里山づくり構想（平成15年3月）から】

丹沢大山の自然環境保全対策【緑政課】１

ブナ林や林床植生の保全対策として、ブナ林衰退機構の解明調査や檜洞丸山頂等での大気・気象モニタリン

グ、特別保護区内の登山道沿いへの植生保護柵の設置、登山道整備と連動した形での立ち入り防護柵や、木道

の整備を行っており、三の塔において県民参加による植樹を実施しました。

■ ブナ林や林床植生等の保全

2部_03~05  07.1.26 11:57 AM  ページ 57



58

2-5
自
然
環
境

大型動物個体群の保全対策として、平成15年度からニホンジカ保護管理計画に基づき、市町村等と連携し、

個体数管理、生息環境管理等を行うとともに、シカの生息状況や林床植生のモニタリング調査を行っています。

■ 大型動物個体群の保全

希少動植物の保全対策として、希少植物の回復現状調査や丹沢大山における各種工事の環境配慮事例調査を

実施しました。

■ 希少動植物の保全

オーバーユース＊対策として、ゴミ持ち帰りの呼びかけや清掃活動を行うクリーンキャンペーンを実施した

り、登山客の多い主な山頂部に環境配慮型トイレを整備するなど、ごみやし尿問題に取り組んでいます。平成

17年度の県民参加事業として、県営谷太郎林道沿いなどにおいて、県、地元市町村、ボランティア団体の3者

で連携し、ゴミの収集を行いました。

■ オーバーユース対策等

＊オーバーユース：利用者の集中による過剰使用のことで、丹沢大山地域ではオーバーユースにより、登山道の損傷、登山道沿いの植生
の衰退や沢の水質汚濁等が問題になっています。

鳥獣や鳥獣の生息環境を、保護する拠点として、鳥獣保護区を指定しています。鳥獣保護区は、その性格に

より表2-5-2のとおりに区分して指定しており、この区域での狩猟は禁止されます。

特に保護が必要と認める地域は、鳥獣保護区内に特別保護地区を指定しています。この地域での埋め立て、

干拓、立木の伐採等には許可が必要であり、現在指定されている特別保護地区は、7か所4,336haとなってい

ます。

野生生物の保護３

鳥獣保護区等の指定

■ 鳥獣保護区

保護区の種別 区域数 面積（ha）

森林鳥獣生息地の保護区 7か所 2,069.9

2か所 28,330.7

4か所 3,337.0

2か所 282.0

87か所 9,850.0

102か所 合　　計 43,869.6

大規模生息地の保護区 

集団渡来地の保護区 

希少鳥獣生息地の保護区 

身近な鳥獣生息地の保護区 

一定の森林面積ごとに鳥獣保護区を指定することにより森林の全域に
おける鳥獣の生息密度を高めようとするもので、鳥獣の生息密度の高
い地区や植生、地形等が鳥獣の生息環境に適している地区に指定 

広域に渡って生態系を保護することにより、タカ科の鳥類や大型獣類
等行動範囲が広域にわたる鳥獣をはじめ、当該地域に生息する多彩な
鳥獣相を保護しようとするもので、生息する鳥獣の種類が多く、かつ、
猛禽類や学術上貴重な鳥獣が生息し、鳥獣の行動圏を区域内に含み、
地形が変化に富む地区などに指定 

干潟等に集団で渡来してくる鳥類の保護を図るもので、渡来する鳥類
の種類又は個体数の多い干潟、湖沼等に設定するものとされ、採餌ま
たは休息のための後背地及び水面を含めて指定 

環境省及び県のレッドデータブックで、絶滅の恐れのある鳥獣、また
は、これに準ずる鳥獣として指定されている鳥獣の保護を図るもので、
これらの鳥獣の生息地、または、保護上必要な地域に指定 

市街地において鳥獣の良好な生息地を確保、創出し、豊かな生活環境
の形成に資するため、又は自然とのふれあいや鳥獣の観察・保護活動
を通じた環境教育の場を確保するために指定 

s表2-5-2 鳥獣保護区の指定状況
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秩序ある管理された狩猟を実現するために、町・村が猟区を設定しています。猟区では、入猟者、入猟日、

捕獲等について特別な規制を行い、また狩猟をしようとする者から、一定の入猟承認料を徴収しています。現

在指定されている猟区は、4か所12,650haとなっています。

■ 猟区

銃器による危険を未然に防止するため、銃猟禁止区域を指定しています。この区域においては銃器を使用す

る狩猟を禁止しています。現在指定している銃猟禁止区域は、77か所143,581.2ha（H18.11.1現在）となってい

ます。また、鉛散弾による水鳥の中毒事故を防止するため、酒匂川上流域（69.2ha）を指定猟法禁止区域（鉛

散弾規制地域）に指定しています。

■ 銃猟禁止区域

有害鳥獣捕獲等体制の整備

野生鳥獣による農林業被害や生活被害を防止、軽減させるため、対策を講じてもなお被害が防止できない場

合には、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第9条第1項に基づき、有害鳥獣捕獲等を実施しています。

傷病鳥獣の保護体制の整備

傷病鳥獣の保護については、県民、市町村、関係団体、ボランティア等との連携により実施していますが、

保護搬送体制の整備、保護施設の充実、一時治療施設の確保等の課題があり、これらの改善に向けNGOから

の提案による協働事業により、一層の県民参加を進める仕組みづくりを行っています。

ニホンジカとニホンザルの保護管理

人と野生鳥獣の共存に向け、農林業被害や生活被害の軽減だけではなく、生態系の保全も視野に入れ、地域

個体群を長期的な観点から維持するため、平成15年3月にニホンジカ及びニホンザルの保護管理計画を策定し、

県、市町村、関係団体が連携して、被害防除対策、生息環境整備、個体数調整を組み合わせ、毎年度実施する

モニタリング（継続監視）調査結果の分析により事業の効果検証を行いながら、保護管理事業を推進してい

ます。

「かながわの野生鳥獣と狩猟のページ」
http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/
ryokusei/yasei/webyaseigroup/index.html

多様な生物が生息する水域環境の保全【水産課】４

水域環境の把握と保全の推進

赤潮や油汚染による漁業被害の防止と水生生物の保全のため、水産業普及指導員や沿岸漁協の協力により陸

上から、また、漁業取締船により海上から監視を行っています。

また、東京内湾と相模川河口域において、定期的に水質調査を行い、漁場環境の監視と水質汚濁に関する情

報収集に努めています。

内水面については、河川環境の変化や開発等に伴い、タナゴ類、ホトケドジョウ、メダカ等の魚種が減少し、

絶滅に瀕した種が増えています。これらの魚を増殖し、河川管理者や市民団体と連携して生息地の保全・復元

に取り組んでいます。また、環境教育の一環として水辺ビオトープで希少魚を保護する小学校へ指導・協力も

行っています。
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生息環境の回復・創造の推進

廃棄物の堆積や浮遊により漁場としての機能が低下している海や河川において、水産動植物の育成や繁殖に

影響を与えている廃棄物等を除去し、漁業被害の防止および漁業生産力の回復を図っています。平成17年度

は、「第25回全国豊かな海づくり大会」の実施方針「市民との連携による海の環境保全と再生」に基づき、横

浜市金沢区並木において、漁業・遊漁関係者をはじめ、市民、行政の協働による植樹並びに保育活動を行い、

県民に対し漁場環境保全についての意識の向上、啓発を図りました。

また、沿岸域の漁業生産量の増大と多様な生物が生息する海づくりを目的として、沈設魚礁と呼ばれるコン

クリートや鉄で作った魚のアパートを海底に設置したり、沖合域に海洋観測機能を併せ持つ浮魚礁を設置して

おり、その周辺は多種の魚類が集まる好漁場となっています。平成17年度には三浦市城ヶ島沖の浮魚礁1基を

更新しました。

外来生物対策【緑政課、水産課】５

アライグマ対策の推進

県内では、特定外来生物に指定されたアライグマが、横須賀・三浦地域を中心に、スイカなどの農作物を食

べ荒らす、家屋に侵入して天井裏を糞尿で汚すといった深刻な被害を起こしています。そこで、県では「特定

外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律」に基づき、アライグマ防除実施計画を策定し、平成

18年4月に防除の確認を国から受け、市町村、県民、農業者の方などと連携を図り、計画的に被害対策を進め

ています。

外来魚に関する対策

オオクチバス、コクチバス、ブルーギル等は、特定外来生物に指定され、国の許可なく、飼養等（飼育、保

管、運搬）をすることが禁止されています。本県においては、神奈川県内水面漁業調整規則を改正し、ブラッ

クバス（オオクチバス、コクチバスその他のオオクチバス属の魚をいう）、ブルーギルの移植を制限すること

で、その拡大防止を図っています。その後、オオクチバス、コクチバス、ブルーギルについては、神奈川県内

水面漁場管理委員会指示により、一部の区域を除き再放流を制限することで、個体数の抑制を図っています。

なお、芦ノ湖においては、オオクチバスは昭和26年から漁業権対象魚種となっており、現在も遊漁等での

利用がなされています。

宮ヶ瀬湖内の外来魚は、ダム放水に伴い、中津川・相模川に流出する可能性が高く、河川の生態系にも影響

を及ぼすことが懸念されています。また、宮ヶ瀬湖は奥相模湖や津久井湖とも水運用を行っているため、これ

らの人工湖の生態系にも影響を与えるおそれがあります。

そこで、平成17年度は、宮ヶ瀬湖におけるコクチバス等の分布生態調査を実施し、その概要を把握すると

ともに、駆除方法の検討を行いました。

＜アライグマ防除実施計画の概要＞

防除を行う区域 神奈川県全域

防除を行う期間 平成18年4月1日から平成23年3月31日

目　　　　　標
○　最終的な目標：アライグマの全県域からの完全排除
○　当面5年間の目標：①農業等人間生活への被害の軽減・解消、②希少な動植物又は地域生態系におけ
る重要な動植物の保護

防除等の内容

○　計画的な捕獲
○　農作物残さ等誘引要因の除去、農地・家屋への侵入予防策の実施
○　生息状況、被害状況を把握するためのモニタリングの実施と防除効果の検証
○　アライグマの生態や被害予防策についての普及啓発
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